
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法△東京都就労支援皇圭董壁壁

1 事業の成果
刑務所出所者等の雇用に関する周知・啓発を行 うとともに、協力雇用主及び就労支援対象者の求職
ニーズを把握した上で、就職支援、定着支援、協力雇用主等支援 。開拓等を中心に刑務所出所者等の

就労支援事業を展開し、相応の成果を上げた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【33,511】 千円)

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

雇用協力業者の開
拓事業

広報資料を利用した協力雇用主制

度に関する広報活動や関係機関・

団体及び事業者への働きかけによ

り広範な業種からの協力雇用主を

開拓した。

4月 1日

～3月 31日
都内事業所

等
7人 協力雇用主

等
81社 21

雇用協力事業者の

交流 。研修事業

雇用協力業者 (協力雇用主)に対
する更生保護制度や刑務所出所者

等の雇用に必要な知識習得のため
の研修会、情報交換等を図るセミ

ナーを実施した。

4月 1日

～3月 31日
都内事業所

等
4人 協力雇用主

等
25社 13

犯罪者等を雇用す
る企業に対する助
成事業

雇用協力業者 (協力雇用主)等に
対する就労支援対象者の募集,採
用、定着等に対する助成及び協力

雇用主等に対する求人・採用活動

に対する面接旅費等を助成した。

4月 1日

～3月 31日

都内の事業

所,公共職
業安定所 ,

矯正施設 ,

東京保護観

察所,更生
保護施設等

4人 協力雇用主

等
59社 704

雇用協力事業者に

対する顕彰事業

組織運営や就労支援事業に多大な

功績があった者に対して感謝状を

贈呈し、その功績を広く周知した。

4月 1日

～3月 31日
都内事業所

等
1人 協力雇用主

等
2社 38

更生保護事業の広

報啓発事業

刑務所出所者等への偏見・差別等
を取り除くことにより,刑務所出
所者等が就労しやすい社会的環境
を整備するため,更生保護事業の
重要性についてホームページその

他の媒体を通じた広報により、就

労支援の必要性、重要性について

広く理解を求めた。

4月 1日

～3月 31日

都内の事業

所,公共職
業安定所 ,

矯正施設 ,

東京保護観

察所,更生
保護施設等

4人 不特定多数 不特定多数 26

犯罪者等及び犯

罪被害者等に対

する就労支援事

業

就労支援対象者に対する就業意欲
の向上のための指導援助、協力雇
用主情報の提供、履歴書の作成支
援、面接への同行・立会い、面接
旅費等の支援、職場定着指導など

就労実現に向けてのマナー教本等
の作成・配布などの支援を行った。

4月 1日

～3月 31日

都内の事業

所,公共職
業安定所 ,

矯正施設 ,

東京保護観

察所,更生
保護施設等

4人 犯罪者帯犯

罪被害者等
1,687人 905

刑務所出所者等就

労支援事業 (協力雇
用主等支援業務

刑務所出所者等の雇用に関する周
知・啓発について、面談及び文書

等で協力雇用主等に周知・情報提

供及び助言等を行った。

4月 1日

～3月 31日

都内の事業

所,公共職
業安定所 ,

矯正施設 ,

東京保護観

4人 協力雇用主

等
2,543者 17,262



事業所等に対し、訪問 。電話・事
業者紹介誌の発刊等により対象求
人の提出を促した。

察所,更生
保護施設等

3,499人

事業主から対象情報を収集、整
理・分析し、業務運営に生かした。

786者

更生保護就労支援
事業

就職活動支援対象者について,事
業主の求人ニーズとの調整や支援
対象者への助言や具体的な援助を

行ってその就職活動を支援すると

ともに、就職に資する付加的な能
力の付与を目的とした支援を行っ

た。
4月 1日

～3月 31日

都内の事業

所,公共職
業安定所 ,

嬌正施設 ,

東京保護観

察所,更生
保護施設等

4人
協力雇用主

等

支援対象者

155人

14,542
職場訪問,面接及び電話等により,
職場定着支援対象者及び事業主と
の連絡を密にして対象者の就労を

的確に把握し,状況に応じて同対
象者及び事業主に適切な相談助言
を行ったぃ

155人

(2)その他の事業

特定非営利活動に係る事業以外の事業は実施していない。



書式第 13号 (法第28条関係)

令和 2年度 活動計算書 (その他事業が
事 業 報 告 用

)
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法

令  箱 小計・ 合計

1産 の 部
[動資産

現金

普通預金
貯金
未収金
貯蔵品

預け金
前払費用

70,928
7,243,578
1,083,881
1,827,887
5,544
3,500
128,700

10.364,0181資産合計  ・・・①
定資産
(1)有形固定資産

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

315,000
(可戸顧憂その他の資産
敷金
長期貸付金

315_00(資産合計
~~1~「
¬爾

2

10,679,018【A】 資 産 合 計 ①+②
】 負 債 の 部
[爾頁硬

~

1,463,829
26,000
69,183

未払金
前受会費
預り金

1.559.01:F目:覆合計 ・・・③
定負債

長期借入金
退職給付引当金

:負債合計
~丁
丁丁o

1.559.012

7,622,213
1.497,793
9.120.0(

B-2

10,679,018【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

[口 l |ヨ |

3-



16 2

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 WO法人会計基準協会)
によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引 当金の計上基準

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
税込み方式のよっています。

つ
“ 事業別損益の状況

別紙のとおり (単位 :円 )

（６ 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

該当なし

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

該当なし

5 固定資産の増減内訳

該当なし

０^ 借入金の増減内訳

該当なし

７

・ 役員及びその近親者との取引の内容

該当なし

Ｒ
） その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の事業費と管理に共通する経費のうち、給料、法定福利費、通勤費、福利厚生費、通信運搬費、印刷製
本費、消耗品費、家賃、水道光熱費については、従事割合に基づき按分しています。

その他の事業に係る資産の状況

該当なし



事業費の内訳 (別紙)
東京都就労支援事業者機構 2021年 3月 31日 現在

[税込](単位 :円 )

1.経常収益

受取会費 (正会員)

受取会費 (賛助会員)

受取助成金等
事業収益 (更生保護就労支援
事業)
事業収益 (刑務所出所者等就
労支援事業)
雑収益
その他の収益

600,000 500,000 1,400,000

17,914,534

14,541,863

2,500,000

17,914,534

14,541,863

2,439,000

245,000

335,000

5,037

1,081,483

2,439,000

245,000

2,835,000

17,914,534

14,541,863

5,037

1,081,483

経常収益計 600,000 500,000 1,400,000 17,914,534 14.541.863 34,956,397 4,105,520 39,061,917
2.経常費用

(人件費)

給料 手当
通 勤 費
法 定 福 利 費
福利厚生費

19,674 9,835 19,674 19,674 9,835 53,128

4,952

19,677

10,864,540

453,901

1,764,624

9,749

9,331,220

426,504

1,461,445

8,408

20,327,580

885,357

3,245,746

18,157

420,420

15,453

255,857

17,998

20,748,000

900,810

3,501,603

36,155

人件費計 19,674 9.835 19,674 19,674 9,835 77,757 13,092,814 11,227,577 24,476,840 709,728 25,186,568
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16,500

764,974
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7,620
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760

10,180

902,273

93,882

440,109

638,488

169,270

35,339

778,331

34,420

435,767

19,595

622,230

800,129

83,256

482,168
551,446

157,443

134,832

23,529

1,081,483

1,702,402

177,138

947,507

1,233,934

326,713

172,732

813,360

37,120

0

0

0

14,940

435,767

32,135

0

1,436,974

622,430

0

1,081,483

120,298

12,517

434,163

54,271

21,823

19,014

56,663

2,432

7,350

36,000
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0

1,499,5081
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2,2001

1,822,700

189,655
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1,288,205

348,536

191,746
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7,350

36,000

386,910

14,940

1,935,275

216,070

511,868

1,486,974

666,400

2,200

1,081,483

その他経費計 1.110 2,700 684.540 18.061 16.500 827,734 4,169,704 3,314,286 9,034,635 3,342,922 12,377.557

経常費用計 20,784 12,535 704,214 37,735 26.335 905,491 17.262.518 14,541,863 33,511,475 4,052,650 37,564,125
579.216 △  12.535 △ 204.214 △ 37.735 △ 26.335 494.509 652.016 1.444.922当期経常増減額 52,870 1,497,792
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和2年度 財産目録
事 業 報 告 用

単位 :円
令  霜 合  計

70,928
7,243,578
1,083,881

1,827,887

ソフトウェア

更生保護就労支援事業未収金

車両運搬具

現金預金
手元現金
三井住友銀行普通預金
ゆうちょ銀行当座預金

貯蔵品
預け金

敷金
東京都就労支援事業所 315,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,679,018

刑務所出所者等就労支援事業委託費返還金
4月 分社会保険料
その他

預り金
源泉徴収税等
前受会費

未払金

長期借入金

Ll

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1,559,012

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 9,120,006


